第2章　地域を取り巻く現状
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第１章　計画策定の趣旨
第１章　計画策定の趣旨
第１節　策定の目的
老人福祉計画は、高齢者がいつまでも地域の中で安心して自立した生活を営めるよう支援するための諸施策（サービス）を網羅しており、本来、介護保険事業計画と併せて高齢期の生活を支える両輪となる計画です。

このため、今回の見直し策定にあたっては、目標年度である第1次ベビーブーム世代が高齢者となる平成26年度（2014年）の高齢社会の姿を念頭に置き、目標に向けた中間段階として現行計画を改定し、新たに「第4期老人福祉計画・介護保険事業計画」を策定します。
１．計画の法的位置づけ

本計画は、老人福祉法に基づく老人福祉計画、介護保険法に基づく介護保険事業計画を一体のものとして策定します。

また、本計画は、桜川市総合計画に掲げる「安心とやすらぎのある健康福祉社会づくり」の実現を目指すものであり、要介護者等の保健、医療または福祉に関する事項など、他の関連する計画の施策・事業との整合を図りながら推進するものです。

○ 老人福祉計画

老人福祉計画は、老人福祉法第20条の8の規定に基づき、老人福祉計画を基本に、他の法律に基づく65歳以上を対象とした保健事業 、その他の高齢者支援に関わる事業を網羅したものです。
○ 第4期介護保険事業計画

介護保険事業計画は、介護保険法第117条において策定が義務づけられており、介護保険の給付等対象サービスの種類や各サービス量の見込みを定めるとともに、介護保険事業にかかわる保険給付の円滑な実施を確保するために必要な事項を定めるものです。

○ 関連計画との調和

本計画は、健康づくり、高齢者保健福祉並びに介護保険に関連する国や県の計画と整合性を図りながら、計画の改定及び推進にあたります。



第２節　高齢者を取り巻く制度の変化について
本市においても、高齢化率が進行しており、今後も増加することが予測されています。

こうしたなか、平成18年度の医療制度改革によって、療養病床が平成23年度を目途に再編成されることとなり、また、平成20年4月から「高齢者の医療の確保に関する法律」が施行され長寿医療制度（後期高齢者医療制度）が始まるなど、高齢者保健福祉行政を取り巻く状況は大きな転換期を迎えています。
１．老人保健事業に関して

医療構造改革により、「老人保健法」は「高齢者の医療の確保に関する法律」に全面改正され、平成20年4月から、老人保健法による保健事業は廃止されることとなりました。

これに伴い、平成20年度から老人保健事業の法的根拠が変更となりました。
また、平成20年4月から、40歳以上75歳未満を対象とし、生活習慣病に着目した特定健診・特定保健指導が実施されています。
２．長寿医療制度(後期高齢者医療制度)の創設

今後高齢化が進んで、医療費が増えていくなかでも国民皆保険を持続可能なものとしていくために、75歳以上の高齢者の方々に「生活を支える医療」を提供するとともに、これまで長年、社会に貢献してこられた方々の医療費を国民みんなで支えるしくみをつくるため、長寿医療制度が平成20年度から創設されました。
３．療養病床の再編成

医療型療養病床の転換に伴い、利用者数及び介護保険施設等、入所定員数の増加分や平成23年度末に廃止される介護療養型医療施設に伴う段階的な転換を踏まえたサービス量の見込み、それに介護療養型老人保健施設などへの転換計画について、茨城県の「地域ケア体制整備構想」を踏まえることになります。
（市町村の役割）

・県及び医療機関や介護サービス事業者などと連携を図りながら適切なサービスが提供できる体制の整備に努めていきます。

・入院患者やその家族等からの相談窓口を設置するなど相談体制を整備するとともに、県と連携して療養病床の再編に関する情報などに努めます。

・医療機関が療養病床から介護保険施設等へ転換を図る際には、県と連携して療養病床の転換支援や情報提供などに努めます。



第３節　計画期間

第4期計画では、第3期計画で設定した平成26年度の目標に至る中間段階の位置づけとし、直近の現状を踏まえた適切な補正を行います。

本計画の期間は平成21年度～平成23年度の3年度間とします。

図表  計画の期間
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第２章　桜川市の現況

第２章　桜川市の現況

第１節　桜川市の概況
計画策定に当たり、本市の人口・世帯の動向や産業構造を概況としてまとめます。
１．人口・世帯

国勢調査における本市の総人口は、減少傾向にあり平成17年度には48,400人となっています。
一方、世帯数は平成17年度に13,589世帯と増加していますが、1世帯当たりの人員は、3.56人と減少していることから、核家族化、小家族化がすすんでいることがうかがえます。

また、3区分による総人口の推移をみると、総人口の減少とともに、年少人口、生産年齢人口が減少、老年人口が増加し、いわゆる少子高齢化が進行しています。

図表　総人口・世帯数の推移

（単位：人・世帯）
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	区　　　　　分
	平成2年度
	平成7年度
	平成12年度
	平成17年度

	総人口
	51,880
	51,972
	50,334
	48,400

	
	年少人口
	10,138
	9,022
	7,821
	6,788

	
	生産年齢人口
	33,735
	33,311
	31,720
	30,085

	
	老年人口
	8,007
	9,639
	10,793
	11,527


資料：国勢調査



２．人口動態

平成12年度以降の人口動態（転入・転出・出生・死亡の推移）をみると、社会動態（転入・転出）の差は、平均で200人程度にまで広がっています。
また、自然動態（出生・死亡）は、平成13年度以降、死亡者数が出生数を上回っており、自然動態（出生・死亡）は、平均すると140人程度の差がみられます。

こうした動向が、少子化、人口減少にも影響していることがうかがえます。
図表　人口動態
（単位：人）
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	区分
	自然動態
	社会動態
	人口増減

	
	出生
	死亡
	増減
	転入
	転出
	増減
	

	平成12年度
	453
	439
	14
	1,245
	1,359
	△ 114
	△ 100

	平成13年度
	383
	497
	△ 114
	1,200
	1,507
	△ 307
	△ 421

	平成14年度
	372
	534
	△ 162
	1,116
	1,424
	△ 308
	△ 470

	平成15年度
	394
	555
	△ 161
	1,164
	1,279
	△ 115
	△ 276

	平成16年度
	412
	526
	△ 114
	1,237
	1,359
	△ 122
	△ 236

	平成17年度
	338
	554
	△ 216
	1,140
	1,358
	△ 218
	△ 434

	平成18年度
	329
	504
	△ 175
	1,038
	1,249
	△ 211
	△ 386

	平成19年度
	352
	578
	△ 226
	988
	1,182
	△ 194
	△ 420


資料：人口動態調査


３．就業人口

国勢調査による本市の就業人口をみると、平成2年度以降、減少しており、平成17年度の就業人口は、23,892人となっています。
また産業別の就業人口では、第1・第2次産業ともに減少傾向にあります。本市の産業構造の中心である第3次産業については、増加しており、平成17年度には、11,802人となっています。
図表　就業人口
（単位：人）
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	区　　　　　分
	平成2年度
	平成7年度
	平成12年度
	平成17年度

	就業者数
	26,573
	26,464
	25,059
	23,892

	産業別
	第1次産業
	3,780
	3,045
	2,451
	2,172

	
	第2次産業
	12,515
	12,420
	10,945
	9,564

	
	第3次産業
	10,215
	10,924
	11,564
	11,802

	
	分類不能
	63
	75
	99
	354


資料：国勢調査


第２節　高齢化の動向

本市における高齢化の動向を、人口・世帯・就労の状況からまとめます。
１．高齢者人口・高齢化率
国勢調査における、本市の高齢者数をみると、平成17年度には11,527人、高齢化率は23.8％となっており、高齢者は増加し、高齢化率も高まる傾向がみられます。

こうした高齢者人口の推移は、今後も続くと考えられます。
図表　高齢者人口・高齢化率

（単位：世帯）
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	区　　　　　分
	平成2年度
	平成7年度
	平成12年度
	平成17年度

	総人口
	51,880
	51,972
	50,334
	48,400

	
	老年人口
	8,007
	9,639
	10,793
	11,527

	高齢化率
	15.4%
	18.5%
	21.4%
	23.8%


資料：国勢調査


２．世帯状況
高齢化の進行とともに、65歳以上の高齢者のいる世帯数も増加の傾向にあり､平成17年度には7,476世帯と、一般世帯総数の半数以上（55.0％）を占めています。

また、高齢者の一人暮らし世帯、高齢夫婦世帯についても増加しており、平成17年度には、高齢者の一人暮らし世帯は、748世帯（一般世帯総数の5.5％）、高齢夫婦世帯は、936世帯（一般世帯総数の6.9％）となっています。
図表　高齢者の世帯状況

（単位：世帯）
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	平成2年度
	平成7年度
	平成12年度
	平成17年度

	一般世帯総数
	12,729
	13,253
	13,431
	13,589

	65歳以上の高齢者のいる世帯
	5,714
	6,581
	7,133
	7,476

	
	高齢者の一人暮らし世帯
	382
	482
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	748

	
	高齢夫婦世帯
	460
	583
	742
	936


資料：国勢調査


３．就労状況
平成17年度の国勢調査における、高齢者（65歳以上）の就労状況をみると､就業者は2,451人となっています。

また、就業率を県及び全国と比較すると、県の平均をやや下回るものの､全国平均に近い割合で高齢者が就労していることがわかります。
一方産業別では、高齢者の就労は、第1次産業での就労割合が最も高くなっており、本市全体の産業構造とは異なっています。
図表　高齢者の就労状況

（単位：人・％）
	
	桜川市
	県
	全国

	高齢者人口
	11,527
	576,272
	25,672,005

	65歳以上
（就業率）
	2,451
	126,187
	5,415,795

	
	21.3%
	21.9%
	21.1%


	性別
	男性
（割合）
	1,586
	79,101
	3,376,431

	
	
	13.8%
	13.7%
	13.2%

	
	女性
（割合）
	865
	47,086
	2,039,364

	
	
	7.5%
	8.2%
	7.9%

	産業別
	第一次産業
（割合）
	1,073
	51,612
	1,464,902

	
	
	9.3%
	9.0%
	5.7%

	
	第二次産業
（割合）
	507
	20,598
	994,623

	
	
	4.4%
	3.6%
	3.9%

	
	第三次産業
（割合）
	738
	51,617
	2,824,951

	
	
	6.4%
	9.0%
	11.0%


資料：平成17年度 国勢調査


４．健康（疾病構造）
本市の疾病構造をみると、循環器系の疾患による死亡者数が3,520人となっており､全体の3割を占めています。

図表　死亡の状況（ 死因別上位10項目 )

（単位：人･％）

	死                    因
	死   亡   数

	
	桜川市
（上位10項目）
	割合

	循環器系の疾患
	3,520
	32.8%

	消化器系の疾患
	1,746
	16.3%

	筋骨格系及び結合組織の疾患
	1,265
	11.8%

	内分泌、栄養及び代謝疾患
	907
	8.5%

	眼及び付属器の疾患
	877
	8.2%

	呼吸器系の疾患
	475
	4.4%

	新生物
	423
	3.9%

	尿路性器系の疾患
	305
	2.8%

	損傷、中毒及びその他の外因の影響
	264
	2.5%

	症状、徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類
されないもの
	196
	1.8%


資料：桜川市


第３節　介護保険の状況
本市の介護保険の状況として、被保険者数、認定者数・受給者、サービスの利用状況、保険給付額（月平均）をまとめます。
１．被保険者数の推移

本市の被保険者数は、平成19年度に28,307人となり、最近3ヵ年では、やや減少しています。
第1号被保険者数は増加しており、前期高齢者が後期高齢者を下回る傾向で推移しています。また第2号被保険者は、減少がみられます。
図表　被保険者数の推移

（単位：人）
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	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	被保険者数
	28,479
	28,307
	28,307

	第1号被保険者数
	11,346
	11,494
	11,589

	
	39.8%
	40.6%
	40.9%

	
	前期高齢者

（65～74歳）
	5,473
	5,439
	5,341

	
	
	48.2%
	47.3%
	46.1%

	
	後期高齢者

（75歳以上）
	5,873
	6,055
	6,248

	
	
	51.8%
	52.7%
	53.9%

	第2号被保険者数
	17,133
	16,813
	16,718

	
	60.2%
	59.4%
	59.1%


資料：桜川市


２．要介護認定者数
本市の要介護認定者数は、平成18年度まで増加していましたが､平成19年度にはやや減少しています。
要介護・要支援別にみると要支援では減少がみられ、要介護は増加しています。
要介護度別では、特に要介護2・要介護3・要介護5で増加がみられます。
図表　要介護認定者数の推移
（単位：人）
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	平成

15年度
	平成

16年度
	平成

17年度
	平成

18年度
	平成

19年度

	要支援・要介護認定者数
	1,183
	1,248
	1,464
	1,496
	1,482

	要支援
	88
	86
	114
	96
	65

	要介護
	1,095
	1,162
	1,350
	1,400
	1,417

	
	要介護１
	313
	337
	437
	414
	365

	
	要介護２
	233
	232
	265
	294
	306

	
	要介護３
	187
	211
	235
	266
	314

	
	要介護４
	190
	212
	224
	245
	227

	
	要介護５
	172
	170
	189
	181
	205


資料：桜川市


３．サービスの利用状況

本市の平成18年･19年における各年10月の介護保険サービス総利用者は、平成18年は2,656人、平成19年は2,715人と、第3期計画期間においても、増加しています。

平成19年10月のサービスごとの利用状況をみると、居宅サービス利用者は2,199人で、施設サービス利用者については471人が利用しており、サービスの分類でみると、介護保険のサービスの利用は、居宅サービスが中心となっています。

さらに平成18年から、地域密着型サービスが創設され、平成18年は40人、平成19年は45人が利用し、新たなサービスについても利用が伸びています。

なお、各サービスの利用状況は、次ページのとおりです。
図表　サービスの利用状況（類型別）
（単位：人）
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資料：給付実績情報（CSV.11100000）



図表　サービスの利用状況（サービス別）
（単位：人）
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資料：給付実績情報（CSV.11100000）



第４節　第３期計画の進捗状況
第3期計画から「予防重視型システムへの転換」を目指し、本市においては、平成20年度に「地域包括支援センター」を開設し、介護予防・重度化予防の取り組みが、現在進んでいます。

こうしたなかで、第3期計画における取り組みの進捗は、次のとおりです。
１．計画におけるフレームの進捗
（１）高齢化

高齢者数については、後期高齢者数が計画値をやや上回る傾向で推移していますが、全体としては、概ね計画値に近い値で推移しています。

なお、第3期計画値では平成26年度には、高齢者は12,090人と平成19年度（実績値）の1.04倍に増加することが見込まれています。

図表　第3期計画における見込みとの比較
（単位：人･％）

	
	計画値
	実績値
	平成19年度の比較
	
	計画値

	
	平成18年度
	平成19年度
	平成18年度
	平成19年度
	人数
	比率
	
	平成26年度

	65～74歳
	5,503
	5,438
	5,439
	5,341
	-97
	98.2%
	
	-

	75歳以上
	5,832
	5,956
	6,055
	6,248
	292
	104.9%
	
	-

	計
	11,335
	11,394
	11,494
	11,589
	195
	101.7%
	
	12,090


資料：桜川市
（２）要介護（要支援）認定者数

平成20年度に開設した「地域包括支援センター」では、今後、高齢者それぞれの状態に応じて必要な援助・支援を継続的・総合的に提供に努めていきます。
平成18年・19年度の要介護（要支援）認定者数では、計画値を下回る傾向で推移しています。

なお、第3期計画値では、目標年度である平成26年度には、認定者数が1,928人、認定率は15.9％になると予測しています。

図表　第3期計画における見込みとの比較
（単位：人･％）

	
	計画値
	実績
	平成19年度の比較
	
	計画値

	
	平成18年度
	平成19年度
	平成18年度
	平成19年度
	人数
	比率
	
	平成26年度

	高齢者数
	11,335
	11,394
	11,494
	11,589
	195
	101.7%
	
	12,090

	認定者数
	1,533
	1,540
	1,496
	1,482
	-58
	96.2%
	
	1,928

	認定率
	13.5%
	13.5%
	13.0%
	12.8%
	-
	94.6%
	
	15.9%


資料：桜川市


図表　第3期計画における見込みとの比較（詳細）
（単位：人･％）

	
	計画値
	実績
	平成19年度の比較
	
	計画値

	
	平成18年度
	平成19年度
	平成18年度
	平成19年度
	人数
	比率
	
	平成26年度

	高齢者数
	11,335
	11,394
	11,494
	11,589
	195
	101.7%
	
	12,090

	認定者数
	1,533
	1,540
	1,496
	1,482
	-58
	96.2%
	
	1,928

	認定率
	13.5%
	13.5%
	13.0%
	12.8%
	-
	94.6%
	
	15.9%

	自立高齢者の割合
	86.5%
	86.5%
	87.0%
	87.2%
	-
	100.8%
	
	84.1%

	要支援1
	115
	91
	96
	65
	-26
	71.4%
	
	111

	要支援2
	-
	-
	-
	-
	-
	-
	
	323

	要介護1
	430
	421
	414
	365
	-56
	86.7%
	
	215

	要介護2
	283
	296
	294
	306
	10
	103.4%
	
	359

	要介護3
	244
	254
	266
	314
	60
	123.6%
	
	306

	要介護4
	249
	259
	245
	227
	-32
	87.6%
	
	332

	要介護5
	212
	219
	181
	205
	-14
	93.6%
	
	282

	計
	1,533
	1,540
	1,496
	1,482
	-58
	96.2%
	
	1,928


資料：桜川市
２．高齢福祉について
団塊の世代が定年度の時期を迎え、今後の暮らし方や生きがいづくりなど、どう過ごすかを模索するなかで、高齢化率はますます上昇することが見込まれます。

心身ともに健康であるためには、見守りや地域での支えあいがあったり、家などに閉じこもることなく、地域社会とのつながりがあったりすることのほかに、仕事や趣味を通じての社会参加のできる生きがいのもてることが重要であることから、地域での支えあいに重点を置いた取組みが今後も求められます。



２．保険給付額

第3期計画期間における保険給付額（総給付額）は、概ね計画値に近い値で推移しています。

年間での保険給付額をみると、総保険給付額は増加しており、平成19年度には、24億円を上回っています。

サービスごとの給付額では、訪問入浴、居宅療養管理指導、通所リハビリテーション（いずれも居宅系サービス）で計画値を上回る利用がみられます。
図表　保険給付額

（単位：千円・％）
	　
	平成18年度
	平成19年度

	
	実績
	計画値
	実績/計画
	実績
	計画値
	実績/計画

	訪問介護
	122,943
	148,886
	82.6%
	129,015
	157,224
	82.1%

	訪問入浴
	30,911
	27,269
	113.4%
	30,319
	29,999
	101.1%

	訪問看護
	23,096
	23,608
	97.8%
	21,770
	25,374
	85.8%

	訪問リハビリテーション
	407
	0
	-
	366
	0
	-

	居宅療養管理指導
	6,065
	4,765
	127.3%
	5,466
	5,042
	108.4%

	通所介護
	237,221
	239,646
	99.0%
	252,235
	263,336
	95.8%

	通所リハビリテーション
	124,510
	104,982
	118.6%
	145,232
	107,247
	135.4%

	短期入所生活介護
	67,538
	75,693
	89.2%
	74,901
	89,084
	84.1%

	短期入所療養介護
	28,291
	39,574
	71.5%
	34,007
	47,694
	71.3%

	福祉用具貸与
	46,256
	48,890
	94.6%
	47,133
	51,087
	92.3%

	特定施設入居者生活介護
	7,799
	0
	-
	14,219
	0
	-

	居宅介護（介護予防）支援
	99,953
	83,230
	120.1%
	103,344
	103,030
	100.3%

	夜間対応型訪問介護
	0
	0
	-
	0
	0
	-

	認知症対応型通所介護
	2,012
	20,360
	9.9%
	1,085
	20,348
	5.3%

	小規模多機能型居宅介護
	0
	0
	-
	0
	0
	-

	認知症対応型共同生活介護
	100,279
	187,147
	53.6%
	123,455
	194,985
	63.3%

	地域密着型特定施設入居者生活介護
	0
	0
	-
	0
	0
	-

	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	0
	0
	-
	0
	0
	-

	介護老人福祉施設
	490,537
	506,463
	96.9%
	503,849
	509,400
	98.9%

	介護老人保健施設
	617,657
	584,105
	105.7%
	679,270
	590,024
	115.1%

	介護療養型医療施設
	201,331
	210,643
	95.6%
	176,397
	220,114
	80.1%

	合計
	2,206,806
	2,305,261
	95.7%
	2,342,063
	2,413,988
	97.0%


※給付費計には、特定福祉用具販売及び住宅改修分は含まれていません。
資料：給付実績情報（CSV.11100000）
第３章　計画の基本的な考え方

第３章　計画の基本的な考え方
第１節　目標年度までの高齢者等の状況
１．高齢人口の推計

国勢調査に基づく、本市における総人口及び高齢者の推計をみると、総人口は年々減少し、平成26年度には、平成20年度よりも、およそ3,100人程度減少し、44,000人を下回ることが見込まれています。
一方、高齢者人口は、平成18年度の11,494人から、年々増加傾向にあります。
特に平成23年度には、前期高齢者（65～74歳）の人口が増加に転じ、高齢者全体の人口も12,000人を上回るとみられます。さらに平成26年度には、12,500人を上回ることが予想されます。

図表　総人口及び高齢者の推計
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図表　計画期間の総人口及び高齢者の見込み
（単位：人、％）

	
	計画期間　（第4期）
	～
	平成26年度

	
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	
	

	 総人口        　  A
	46,529
	46,053
	45,519
	
	43,917 

	 40～64歳人口      B
	16,430 
	16,331 
	16,105 
	
	15,427 

	
	 比率     B/A
	35.3%
	35.5%
	35.4%
	
	35.1%

	 前期高齢者人口    C
	5,241
	5,176
	5,328
	
	5,784

	
	 比率    C/A
	11.3%
	11.2%
	11.7%
	
	13.2%

	 後期高齢者人口    D
	6,542
	6,665
	6,680
	
	6,725

	
	 比率    D/A
	14.1%
	14.5%
	14.7%
	
	15.3%


資料：桜川市


２．被保険者数

本市における被保険者の推移は、今後、第2号被保険者（40～64歳）が減少し、第1号被保険者（65歳以上）が増加する傾向にあります。また、平成18年度の28,290人から、平成19年までは増加傾向にあり、第3期の最終年度である平成20年度以降、減少に転じることが見込まれ、被保険者数は28,244人となる見通しです。

本計画期間である平成21年～平成23年度における被保険者数は、引き続き減少し、第4期の最終年度である平成23年度には、28,113人となることが予測されています。

なお、平成26年度の被保険者数は、28,000人を下回るとみられます。

図表　被保険者数の推計
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図表　計画期間の被保険者数の見込み
（単位：人）

	
	計画期間　（第4期）
	～
	平成26年度

	
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	
	

	第１号被保険者
	11,783
	11,841
	12,008
	
	12,509

	第2号被保険者
	16,430
	16,331
	16,105
	
	15,427

	合計
	28,213
	28,172
	28,113
	
	27,936


資料：桜川市


３．要介護認定者数

本市における要介護認定者については、今後も増加することが予想されます。
平成18年度において、1,496人であった要介護認定者は、平成21年度には、1,600人を上回り、1,630人となることが見込まれ、さらに本計画期間の最終年（平成23年度）には、1,800人程度まで増加するとみられます。

なお、目標年度である平成26年度には1,900人上回ることが見込まれています。

図表　要介護認定者数の推計
[image: image13.emf]1,496
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図表　計画期間の要介護認定者数の見込み

（単位：人）

	
	計画期間　（第4期）
	～
	平成26年度

	
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	
	

	要支援1
	89 
	91 
	92 
	
	117 

	要支援2
	118 
	182 
	247 
	
	258 

	要介護1
	276 
	283 
	238 
	
	248 

	要介護2
	334 
	344 
	351 
	
	374 

	要介護3
	341 
	350 
	357 
	
	378 

	要介護4
	248 
	255 
	260 
	
	277 

	要介護5
	224 
	231 
	236 
	
	252 

	合計
	1,630
	1,736
	1,781 
	
	1,904 


資料：桜川市


第２節　介護保険サービスの利用と見込み

１．事業量及び給付費の推計の考え方

○ 推計にあたっては、平成18・19年度の利用実績を基礎データとし、厚生労働省の第4期介護保険事業計画における介護給付等対象サービスの見込み量シートにて事業量及び給付費の見込みを算出しています。

○ 第4期の介護保険制度の見直しでは、2014年の高齢者介護を踏まえた見直しを図るため、平成26年度までの人口や要介護認定者の出現数（割合）を推計し、こうした推移状況をもとに、計画期間（平成21年～23年度）の各種サービス事業量や給付費を推計しました。

２．サービスの利用見込み量
○ 長期的にも高齢化が進むことが見込まれるため、今後も事業ごとに必要量、給付費の増加が見込まれます。できるだけ要介護状態に陥ることなく、地域で介護予防に取り組みながら、適正な介護事業の運営が望まれます。

○ 平成20年度より、地域包括支援センターが開設され、予防重視へむけた取り組みが始まり、今後は、介護予防サービスや地域密着型サービスについても利用が見込まれます。
図表　サービス分類別 事業量の見込み
[image: image14.emf] 
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資料：桜川市

図表　サービス別 給付費の見込み
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療養病床（医療保険適用）からの転換分

平成21年度
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平成23年度


資料：桜川市


（１）訪問介護・介護予防訪問介護・夜間対応型訪問介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	訪問介護
	給付費
	（千円）
	147,830 
	152,914 
	165,541 

	
	事業量
	（人）
	37,494 
	38,881 
	42,724 

	介護予防訪問介護
	給付費
	（千円）
	11,005 
	14,785 
	18,502 

	
	事業量
	（人）
	832 
	1,106 
	1,373 

	夜間対応型訪問介護
	給付費
	（千円）
	0 
	0 
	0 

	
	事業量
	（人）
	0 
	0 
	0 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	158,835 
	167,699 
	184,043 


※ 表中の人数は延べ人数

（２）訪問入浴介護・介護予防入浴介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	訪問入浴介護
	給付費
	（千円）
	40,450 
	41,531 
	42,756 

	
	事業量
	（人）
	3,560 
	3,657 
	3,773 

	介護予防入浴介護
	給付費
	（千円）
	583 
	907 
	1,457 

	
	事業量
	（人）
	18 
	28 
	45 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	41,033 
	42,438 
	44,213 


※ 表中の人数は延べ人数

（３）訪問看護・介護予防訪問看護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	訪問看護
	給付費
	（千円）
	29,310 
	30,373 
	31,723 

	
	事業量
	（人）
	4,030 
	4,176 
	4,367 

	介護予防訪問看護
	給付費
	（千円）
	1,712 
	2,580 
	4,078 

	
	事業量
	（人）
	132 
	190 
	288 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	31,022 
	32,953 
	35,801 


※ 表中の人数は延べ人数



（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	訪問リハビリテーション
	給付費
	（千円）
	404 
	433 
	496 

	
	事業量
	（人）
	84 
	90 
	103 

	介護予防訪問リハビリテーション
	給付費
	（千円）
	43 
	65 
	117 

	
	事業量
	（人）
	10 
	15 
	27 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	447 
	498 
	613 


※ 表中の人数は延べ人数

（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	居宅療養管理指導
	給付費
	（千円）
	5,815 
	5,815 
	5,815 

	
	事業量
	（人）
	94 
	94 
	94 

	介護予防居宅療養管理指導
	給付費
	（千円）
	5,540 
	5,540 
	5,540 

	
	事業量
	（人）
	89 
	89 
	89 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	11,355 
	11,355 
	11,355 


※ 表中の人数は延べ人数

（６）通所介護・介護予防通所介護・認知症対応型通所介護・
介護予防認知症対応型通所介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	通所介護
	給付費
	（千円）
	287,590 
	300,350 
	326,208 

	
	事業量
	（人）
	33,854 
	35,347 
	38,760 

	介護予防通所介護
	給付費
	（千円）
	30,960 
	42,264 
	53,364 

	
	事業量
	（人）
	888 
	1,203 
	1,511 

	認知症対応型通所介護
	給付費
	（千円）
	2,461 
	2,554 
	2,757 

	
	事業量
	（人）
	291 
	302 
	326 

	介護予防認知症対応型通所介護
	給付費
	（千円）
	0 
	0 
	0 

	
	事業量
	（人）
	0 
	0 
	0 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	321,011 
	345,168 
	382,329 


※ 表中の人数は延べ人数



（７）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	通所リハビリテーション
	給付費
	（千円）
	165,869 
	173,508 
	187,826 

	
	事業量
	（人）
	18,957 
	19,903 
	21,805 

	介護予防通所リハビリテーション
	給付費
	（千円）
	15,215 
	21,789 
	32,984 

	
	事業量
	（人）
	456 
	642 
	960 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	181,084 
	195,297 
	220,810 


※ 表中の人数は延べ人数

（８）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	短期入所生活介護
	給付費
	（千円）
	82,782 
	85,885 
	90,658 

	
	事業量
	（人）
	9,711 
	10,094 
	10,694 

	介護予防短期入所生活介護
	給付費
	（千円）
	21,606 
	33,772 
	55,011 

	
	事業量
	（人）
	412 
	644 
	1,049 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	104,388 
	119,657 
	145,669 


※ 表中の人数は延べ人数

（９）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	短期入所療養介護
	給付費
	（千円）
	41,330 
	42,944 
	45,469 

	
	事業量
	（人）
	4,342 
	4,516 
	4,795 

	介護予防短期入所療養介護
	給付費
	（千円）
	4,733 
	7,386 
	12,058 

	
	事業量
	（人）
	157 
	245 
	400 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	46,063 
	50,330 
	57,527 


※ 表中の人数は延べ人数



（10）特定施設入居者介護・介護予防特定施設入居者介護・
地域密着型特定施設入所者介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	特定施設入居者介護
	給付費
	（千円）
	18,682 
	18,682 
	18,682 

	
	事業量
	（人）
	114 
	114 
	114 

	介護予防特定施設入居者介護
	給付費
	（千円）
	778 
	778 
	778 

	
	事業量
	（人）
	12 
	12 
	12 

	地域密着型特定施設入所者介護
	給付費
	（千円）
	0 
	0 
	0 

	
	事業量
	（人）
	0 
	0 
	0 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	19,460 
	19,460 
	19,460 


※ 表中の人数は延べ人数

（11）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	福祉用具貸与
	給付費
	（千円）
	55,849 
	57,699 
	59,512 

	
	事業量
	（人）
	3,716 
	3,859 
	4,041 

	介護予防福祉用具貸与
	給付費
	（千円）
	751 
	1,026 
	1,490 

	
	事業量
	（人）
	202 
	275 
	401 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	56,600 
	58,725 
	61,002 


※ 表中の人数は延べ人数

（12）特定福祉用具販売・介護予防特定福祉用具販売

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	特定福祉用具販売
	給付費
	（千円）
	2,649 
	2,649 
	2,649 

	
	事業量
	（人）
	102 
	102 
	102 

	介護予防特定福祉用具販売
	給付費
	（千円）
	101 
	101 
	101 

	
	事業量
	（人）
	4 
	4 
	4 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	2,750 
	2,750 
	2,750 


※ 表中の人数は延べ人数



（13）住宅改修

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	住宅改修　（合　計）
	給付費
	（千円）
	5,302 
	5,302 
	5,302 

	
	事業量
	（人）
	59 
	59 
	59 


※ 表中の人数は延べ人数

（14）居宅介護支援・介護予防支援

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	居宅介護支援
	給付費
	（千円）
	96,943 
	101,111 
	104,879 

	
	事業量
	（件）
	8,262 
	8,644 
	8,984 

	介護予防支援
	給付費
	（千円）
	17,514 
	23,920 
	30,210 

	
	事業量
	（件）
	1,857 
	2,496 
	3,120 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	114,457 
	125,031 
	135,089 


※ 表中の人数は延べ人数

（15）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	小規模多機能型居宅介護
	給付費
	（千円）
	23,315 
	39,636 
	39,636 

	
	事業量
	（人）
	120 
	204 
	204 

	介護予防小規模多機能型居宅介護
	給付費
	（千円）
	2,072 
	2,072 
	2,072 

	
	事業量
	（人）
	36 
	36 
	36 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	25,387 
	41,708 
	41,708 


※ 表中の人数は延べ人数



（16）認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	認知症対応型共同生活介護
	給付費
	（千円）
	131,183 
	164,651 
	165,564 

	
	事業量
	（人）
	552 
	690 
	696 

	介護予防認知症対応型共同生活介護
	給付費
	（千円）
	0 
	0 
	0 

	
	事業量
	（人）
	0 
	0 
	0 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	131,183 
	164,651 
	165,564 


※ 表中の人数は延べ人数

（17）介護老人福祉保健施設・地域密着型介護老人福祉施設

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	介護老人福祉保健施設
	給付費
	（千円）
	571,714 
	579,237 
	584,991 

	
	事業量
	（人）
	2,460 
	2,484 
	2,496 

	地域密着型介護老人福祉施設
	給付費
	（千円）
	0 
	0 
	0 

	
	事業量
	（人）
	0 
	0 
	0 

	合　　　計
	給付費
	（千円）
	571,714 
	579,237 
	584,991 


※ 表中の人数は延べ人数

（18）介護老人保健施設

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	介護老人保健施設　（合　計）
	給付費
	（千円）
	729,667 
	740,575 
	819,574 

	
	事業量
	（人）
	2,868 
	2,904 
	3,180 


※ 表中の人数は延べ人数

（19）介護療養型医療施設

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	介護療養型医療施設　（合　計）
	給付費
	（千円）
	190,010 
	190,010 
	0 

	
	事業量
	（人）
	528 
	528 
	0 


※ 表中の人数は延べ人数



（20）療養病床（医療保険適用）からの転換分

図表　給付費及び事業量の見込み
	事業名
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	療養病床（医療保険適用）からの転換分　（合　計）
	給付費
	（千円）
	0 
	0 
	101,729 

	
	事業量
	（人）
	0 
	0 
	372 


※ 表中の人数は延べ人数

３．※総給付費の見込み
本市における総給付費※は、高齢者や要介護（要支援）認定者の増加が見込まれており、サービス利用についても増加するものとみられます。
そのため、介護予防への地域支援事業など、可能な限り介護保険サービスを必要としない介護予防への取り組みを一層強化していくことによって、必要な対象者へ十分なサービスが利用できるよう、介護保険の運営に努めます。
なお総給付費としては、第4期全体でおよそ86.5億円を見込んでいます。

総給付費の推移見込み

[image: image16.emf] 
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図表　総給付費の見込み
	
	第3期
	第4期

	
	平成

18年度
	平成

19年度
	平成

20年度
	平成

21年度
	平成

22年度
	平成

23年度

	総給付費
	（千円）
	2,298,978 
	2,462,652 
	2,534,081 
	2,741,769 
	2,892,847 
	3,019,529 


※総給付費：介護給付及び介護予防給付の総額



第３節　計画期間に目指す姿
１．基本理念


本市においては、高齢者をはじめすべての市民が生涯にわたって健康であり、地域で生きがいをもって暮らせるために、さまざまな社会参加の機会づくりを進めるとともに、保健・医療・福祉との連携による地域ケア体制づくりや地域での支え合いの醸成、福祉サービス及び介護保険サービスの充実に努めてきました。
本計画では、第3期計画から、団塊の世代が高齢期を迎える2014年（平成26年度）を踏まえた計画づくりが求められているため、第4期（本計画期間）においても、第3期計画における計画の基本理念である「一人ひとりが輝き、地域で支え合ういきいき健康のまちづくり」を継承し、計画課題を踏まえながら、基本理念を実現するために「健康」、「生きがい」、「安心・安全」「地域」を基礎としたぬくもりのあるやさしいまちづくりをめざします。


２．第４期計画期間に達成すべき目標と施策
本市の65歳以上人口は増加傾向にあり、今後も増加することが予想されます。
また、核家族化の進行などによって、高齢者のみの世帯も年々増加しており、終末期や高齢期に近くに身内がいない場合、どのようにして支援していくかがますます重要となります。

このような状況のなか、住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、福祉と保健が連携した健康増進活動や生きがいづくりとともに、地域全体で高齢者を支える福祉体制づくりが求められています。

そこで、本市のめざす高齢者像を、次のように位置づけ、本市のめざす将来像（2014年にむけてめざす姿）の形成にむけて、施策を展開します。

めざす姿１：生きがいを感じながら地域で活躍する高齢者

高齢期にあっても地域での活動や学習意欲、仕事への意欲を持ち、介護や支援を必要としない高齢者は年々増え続けています。こうした方々が健康で生きがいを持ち、生き生きとした生涯を過ごせるよう、積極的な社会参加・生きがい対策の推進努めます。

［ 実現へ向けての目標・施策体系 ］

基本目標１：生きがいの持てる地域づくり

１-１　学習・交流機会による生きがいづくり
１-２　地域活動・就労による社会参加の実現
めざす姿２：健康づくり・介護予防に取り組む高齢者

今後も高齢化の進行が見込まれる本市では、高齢期になっても疾病にならないよう、できる限り早い年代から健全な生活習慣の定着を図ることが重要となります。
そのため、要介護となるリスクが高く、介護予防が必要となる高齢者を発見・支援する適切な介護予防ケアマネジメントを進めるために、予防が必要となる高齢者の把握に努め、必要な支援に結びつけます。

また、介護保険制度の適切な運営に努め、高齢者の需要や生活環境に基づいて必要な介護保険サービス提供基盤の確保を図るほか、在宅での生活を継続していくための生活支援サービスを調整・提供します。



［ 実現へ向けての目標・施策体系 ］

基本目標２：健康づくり・介護予防の推進

２-１　高齢期における健康づくりの推進
２-２　介護予防の推進

基本目標３：必要に応じた多様なサービスの提供

３-１　地域ケア体制の整備
３-２　介護保険によるサービスの提供
３-３　自立生活への福祉サービス・生活支援の実施

めざす姿３：周囲に支えられ、安心・安全に暮らす高齢者
身体機能が低下している高齢者にとって、安全な生活環境づくりは不可欠です。そこで本市では、今後も公共施設・交通機関のバリアフリー、住環境への相談支援などを推進するとともに、緊急の場合に備えた防災・防犯対策の強化を図ります。

また、高齢者が生きがいとともに尊厳をもって暮らせるよう、虐待の防止や権利擁護にも力を入れていきます。
［ 実現へ向けての目標・施策体系 ］

基本目標４：権利と尊厳を守る体制づくり
４-１　認知症高齢者対策の推進
４-２　高齢者虐待防止対策の推進

基本目標５：地域での支え合う意識や取り組みの醸成
５-１　地域での支え合いネットワークの構築
５-２　ボランティアの育成

基本目標６：安心感の得られる生活支援・環境づくり

６-１　暮らしやすい住まいへの対応
６-２　安心・安全な地域づくりの推進

第４章　施策の展開
第４章　施策の展開
基本目標１：生きがいのある地域づくり

現状と課題
○　現在本市には、84単位の老人クラブが組織され、交流活動や健康増進活動をはじめ、地域に根ざした活動を進めています。

○　65歳を過ぎると就労機会が減る一方で、「高齢者になっても働きたい」というニーズは、今後も高まることが予想されます。
こうした年代の社会参加の受け皿として、ボランティアや新たな就労機会など、高齢者の活動意欲を、行動に結びつける生きがいづくりが期待されます。

○　本市では、健康づくりの一貫として高齢者に適した軽スポーツやファミリースポーツ等の普及を図るとともに、スポーツ、レクリーション等を通じた高齢者の健康づくりとふれあい交流機会の拡充に努めています。
○　本市の高齢者のなかには、介護を必要としない元気な高齢者も数多くおり、一般高齢者へのアンケート調査からも、生きがいを持てるような活動機会などが望まれています。

○　ボランティアには健康意識の向上や運動不足の解消、交流による生きがいの発見など、様々な生きがいづくりにつながる効果が期待できる一方で、高齢者の意識としては、ボランティアはまだ“敷居が高い”と考え、活動に結びつかないケースも想定されます。そのため、できるところから少しずつ参加することで、敷居を低くする工夫も必要です。

○　高齢者が、他者との関わりをもたず「閉じこもり」を続けると、「寝たきり」や「認知症」につながっていくことも考えられます。こうした「閉じこもり」に陥らないよう、地域や近隣住民との関わりを保ち、仲間づくりを進めることが必要です。


１-１　学習・交流機会による生きがいづくり
目的
地域に参加する意欲をもった高齢者を支援するために、積極的に地域の一員として、健康づくり・学習などを通じて、さまざまな場面で活躍できるような環境づくりに取組み、高齢者同士や他世代との交流の場を提供し、社会参加を促進していきます。
実施事業
1-1-1：生涯学習機会の充実
高齢者が気軽に参加できるよう、高齢者のニーズを把握し、市内の公民館等での活動を通じて、様々な講座を開講するなど、活動内容の充実を図ります。
また、様々な活動に高齢者が参加していけるよう、広報紙やパンフレット等を通じて参加を呼びかけていきます。

そのほか、学校教育・社会教育における講師としての活用を推進するなど、高齢者の豊かな経験や知識、技術を活かした社会参加を支援します。
1-1-2：生涯スポーツの充実
高齢者が、地域活動や健康づくり、スポーツやレクリエーションなどの様々な機会を通じて、地域の高齢者の健康づくりや「閉じこもり」防止につながるよう、高齢者が気軽に参加できるようなスポーツやレクリエーションなどの充実を図ります。
1-1-3：世代間交流の促進
地域に参加する意欲をもった高齢者を支援するために、高齢者同士や他世代との交流の場を提供し、社会参加を促進していきます。

また、地域の高齢者が他者との関わりをもたず「閉じこもり」を続けると、活動能力の低下や社会に対する無関心がおこり、ひいては、「寝たきり」や「認知症」につながっていくことも考えられます。こうした「閉じこもり」に陥らないよう、交流機会を通じてさまざまな生きがいづくりにつなげます。


１-２　地域活動・就労による社会参加の実現
目的
地域の高齢者の力を、就業・ボランティアなどの地域のニーズと結びつけ、誰もが気軽に参加できる体制を構築していきます。

実施事業
1-2-1：老人クラブの支援
老人クラブは、高齢者の自立と連携のきずなを深め、高齢者同士の交流や趣味の活動など、高齢者の生きがいづくりの母体として非常に重要な役割を果たしています。

今後とも老人クラブの活動を支援し、住みよい地域づくりのために地域福祉、地域文化振興の原動力となるよう、会員の特性を活かした社会参加を進めていきます。
1-2-2：就労機会の創出
高齢者の就労に対する能力や意欲が多様化する傾向にあることから、高齢者の雇用促進に努めるとともに、シルバー人材センターなど関係機関と連携し、生きがいに結びつく働く機会が確保されるよう努めます。



基本目標２：健康づくり・介護予防の推進
現状と課題
［ 健康づくり ］
○　本市の疾病構造をみると、循環器系の疾患が最も多くなっています。
こうした疾病の背景には、長年にわたる栄養バランスの偏った食生活やふだんからの運動不足など、生活習慣の影響が考えられます。
○　本市では、健康づくり事業を通じて、市民一人ひとりの健全な生活習慣の実践を目指しています。
また、平成20年度より特定健診をはじめとする各種の保健事業に取組み、健康の維持・増進と疾病の早期発見を図っているところです。

○　アンケート調査では、一般高齢者では6割が“概ね健康である”意向を示すなかで、対象者の多くは“運動不足”について、特に気になるようです。
ほとんどしていない健康づくり行動でも“運動”に関する項目は上位に挙がっています。
○　運動不足への取組みとしては、例えば、子どもとの交流活動を通じて「運動不足の解消」や「ストレスの発散」につなげたり、自治会など地域活動の中で健康意識を身につけるプログラムや専門家による健康チェックなどを取り入れることも考えられます。

［ 介護予防 ］
○　市では、現在の高齢者が健康で気になることを介護予防に取り入れて、事業を進めていますが、多くの高齢者に認知されていない状況です。

○　高齢者が住み慣れた地域で健康でいきいきと暮らし続けられるよう、加齢や持病の悪化等に伴い心身機能が低下することを予防するための取り組みや、介護を必要とする状態となった後も重度化させないための取り組みが重要です。


２-１　高齢期における健康づくりの推進

目的
住民一人ひとりが健康的で疾病にならない生活習慣を身に付けるよう、早期からの健康づくりを一層支援していきます。
また、住民一人ひとりが自らの健康を自分で守っていく意識を高めるため、広報活動については、引き続き広報紙やパンフレットなどによる周知を図り、情報提供、健康づくり活動等への参加のきっかけとなるイベントなど、啓発活動の充実に努め、疾病の早期発見と早期治療につながる保健事業を実施していきます。

元気な高齢者が、いつまでも健康を維持し、安心して暮らせるよう、健康を維持・増進、疾病の発症を予防し、自らの健康状態を把握する健康診査や各種検診を実施し、高齢者の健康維持と増進に努めます。
実施事業
2-1-1：高齢期前からの生活習慣の定着化
健康増進計画と連携を図りながら、高齢者をはじめ、各世代による主体的な健康づくり活動を育成していきます。

特に高齢期になると、活動範囲が限られてきます。
そのため、地域包括支援センター等では介護予防、健康相談、施設等を利用した介護予防に取り組みやすくする環境づくりを進め、要支援者、要介護認定者増加の抑制に努めます。


（参考）ヘルスプロモーションによる健康増進の考え方

心身の健康づくりは、本来、個人の健康観に基づいて一人ひとりが主体的に取り組むことを基本としています。しかし近年、「社会全体で人々が自らの健康をコントロールし、改善できるよう後押しする」という意味の“ヘルスプロモーション”という考え方が広がっています。
2-1-2：特定健康診査・特定保健指導の実施

平成18年の高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い、基本健康診査の実施方法が平成20年度から変わり、医療保険者に生活習慣病予防に着目した特定健康診査・保健指導が義務付けられ、住民健診の実施方法が変更になりました。

今後は、制度についての住民への周知を図り、健診未受診者対策と保健事業への参加が固定化しないよう取り組んでいきます。また、制度の変化に柔軟に対応し、各医療機関と協力のもと、また、集団検診の積極的な受診勧奨等により、受診率アップに努めます。



２-２　介護予防の推進
目的
要介護状態の発生予防を目的とした介護予防を推進します。そのため、広報や活動を通じて介護予防への理解を促し、介護予防事業の参加者の増加に努めます。

また、要介護状態となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を送ることができるよう地域支援事業を実施します。

実施事業
2-2-1：※特定高齢者の把握
基本健診時の生活機能評価に関するチェックリストを活用し、対象者を的確に把握するほか、地域活動やさまざまな保健活動を通じて対象者の把握に努めます。

また、健診の受診率が下がっていることから、介護予防の必要な対象者の把握が十分にできないこともあり、高齢者が多く集まる場所でのチェックの実施など、より多くの方に受けてもらえるような環境づくりを進めます。
2-2-2：介護予防の普及啓発

高齢者自身が介護予防に向けて自主的な取組みができるように、介護予防パンフレットの配布など、介護予防に関する基本的な知識・情報の普及啓発を行います。

また、「介護予防」が現在の健康状態を維持し、できるだけ「介護が必要な状態に陥らない」ための取り組みであること（健康なうちから取り組む必要のあること）について理解を深め、「健康が気になる高齢者」を「介護予防」へ結びつけます。
2-2-3：介護予防ケアプラン作成事業
要支援・要介護状態になる可能性の高い高齢者に対して、できる限り寝たきりにならないための適切な介護予防サービスを提供し、介護予防ケアプランを作成します。

今後とも健診や高齢者の実態把握を通じて、対象者を適切に把握し、効果的な事業実施に努めます。


2-2-4：地域支援事業による介護予防の実施
要介護状態の予防を目的とした介護予防を推進するとともに、要介護状態となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を送ることができるよう、地域支援事業を実施します。

①　一般高齢者への介護予防事業（介護予防普及啓発事業）
	事　　　　　　　　　業
	内　　　容　/　方　　向　　性

	介護予防普及啓発事業
	医師、保健師、管理栄養士による健康教室等により、介護予防に関する知識の普及啓発活動を実施し、「自身の健康は自らで守る」という健康づくりの意識啓発を図ります。


②　特定高齢者への介護予防事業

	事　　　　　　　　　業
	内　　　容　/　方　　向　　性

	運動器の機能向上事業
	転倒骨折の予防及び加齢に伴う運動器の機能低下の予防・向上を図る観点から、転倒予防教室を実施します。

	栄養改善事業
	低栄養状態を早期に発見するとともに、低栄養状態を改善することを目的に、栄養教室事業を実施します。

	口腔機能の向上事業
	摂食・嚥下機能の低下を早期に発見し、その悪化を予防する観点から口腔機能の向上のための教育や口腔清掃の指導等の口腔ケア教室を実施します。

	閉じこもり予防・支援事業

認知症予防・支援事業

うつ予防・支援事業
	閉じこもりの予防に向けた教室を認知症・うつ予防と併せて実施し、参加者のケアや家庭内における協力意識向上に向けたアドバイスを行います。

	訪問型介護予防事業
	特定高齢者の中でも、閉じこもりや認知症、うつ等の恐れがある者に対し、訪問によって家族を含めた医療のかかり方や介護の方法等を指導するとともに、状態に適したサービスへの参加を呼びかけます。




基本目標３：必要に応じた多様なサービスの提供

現状と課題
○　地域包括支援センターについては、開設直後ということもあり、まだあまり知られていない状況です。地域包括支援センターは、介護予防や高齢者施策における総合的な窓口として、今後、地域の中核を担う機関であるため、市内の高齢者へ、一層の周知・活用が望まれます。

○　在宅の要介護認定者の介護者の状況から、特に70代以上の人が多く“※老老介護”がみられることから、継続して在宅での介護ができるよう介護者の一時的な負担軽減を図るなどの支援体制の充実を図る必要があります。

○　事業者の情報入手については、自ら積極的に情報を収集する利用者は少なく、多くの場合は、紹介などの“クチコミ”による情報が活かされています。
しかしながら、自ら利用するサービスは自らの責任において選択することも介護保険サービスの利用では重要です。そのために、利用者の当事者意識の醸成に向けて、ケアマネジャー、事業者、本市としても、自らが選択する意識を周知していくことが必要とみられます。
○　今後も、保険者として、介護保険制度を適切に運営していくためにも、引き続き利用者の満足できる質の高いサービスの提供にむけて、事業所に関する情報提供やサービスの利用での苦情等に対応できる体制づくりが重要となります。
○　介護が必要となった場合に、一般高齢者、在宅の要介護認定者ともに“自宅”での介護を望む意向が高くなっています。そのため、在宅での介護保険サービス（種類）の充実等が求められます。

○　現在要介護認定を受けている本市の高齢者のなかで、介護サービスを利用していない方は、今後「家族からの介護が受けられない状況になったら」あるいは、「要介護度が重くなり、サービスが必要になったら」利用したいと考えているようです。
こうしたサービス利用に至る傾向を踏まえ、介護予防、介護サービス、福祉サービスなど、高齢者の状況に応じた必要なサービス提供を図る必要があります。
　　　　　

３-１　地域ケア体制の整備

目的
地域における高齢者の様々な課題に対応するために、地域包括支援センターにおける総合的な相談支援と既存の地域活動や関係機関と連携し、高齢者一人ひとりの状況に応じた保健・医療・福祉など、必要なサービスの提供や地域ぐるみによる支え合いとなるよう、継続的な地域ケア体制の確立をめざします。
実施事業
3-1-1：高齢者の実態把握
地域の要介護高齢者等の状況及び家族等の実態を把握するとともに、介護ニーズの評価を行います。

今後も家庭を訪問しながら、高齢者の抱えているさまざまな相談に応じ、不安や悩みの解消に努めるとともに、介護予防事業の周知を図ります。
3-1-2：多様な相談支援

地域に住む高齢者の様々な相談を受け止め、適切な機関や制度、サービス等につなぎ、継続的にフォローアップしていくことにより、包括的・継続的なケアへの「入り口」としての機能を持たせ、推進を図ります。

3-1-3：地域ネットワークの構築
効率的・効果的に住民の実態把握を行い、地域から支援を必要とする高齢者の総合相談へとつなげるとともに、適切な支援・継続的な見守り等により、さらなる問題の発生を防止するため、地域における様々な関係者のネットワーク構築を検討していきます。

・ 地域の社会資源やニーズの把握

・ 地域の医療や介護事業者、関係機関とのネットワークの構築

・ 地域コミュニティにおけるネットワークの構築

・ 高齢者虐待防止ネットワークの構築

3-1-4：包括的支援事業（包括的・継続的ケアマネジメント支援）

地域ケアシステムの充実を図り、保健・医療・福祉の連携や地域の人々の支援について、継続性のあるマネジメント体制の確立をめざします。
また、地域包括支援センターでの地域の高齢者の総合的な相談や権利擁護に関する相談・助言、介護予防ケアマネジメント等により、体制整備を図ります。
そのほか、介護保険以外の関わりも含め、包括的・継続的ケアを可能にする体制をつくり、他職種・多機関と連携を図りながら高齢者を支える活動ができるよう推進します。



３-２　介護保険によるサービスの提供
目的
介護保険サービスをできる限り効率的に提供できるよう、計画期間における、各種介護サービスの供給見込み量に基づく、適正な介護サービスの提供を図ります。

実施事業
3-2-1：介護保険によるサービスの提供
介護保険制度の適正な運営に努めるとともに、必要なサービス量を確保します。

また、介護サービスの質的向上及び介護給付費適正化のためのケアプランチェックの導入を引き続き検討します。
①　介護サービス
	事　　　　　　　　　業
	内　　　容　/　方　　向　　性

	訪問介護

(ホームヘルプサービス)
	現行どおり、ホームヘルパーによる食事や洗濯、掃除、身の回りの世話、買い物、通院介助、その他必要な家事・介護サービスを行います。

	訪問入浴介護
	現行どおり、入浴が困難な寝たきりのお年寄りなどの家庭を、入浴施設や簡易浴槽を積んだ移動入浴車等で訪問し、入浴の介助を行います。

	訪問看護
	現行どおり、主治医が認めた者に対し、訪問看護ステーションの看護師や保健師等が家庭を訪問し、主治医と連絡を取りながら病状を観察し、また、床ずれの手当て等を行います。

	訪問リハビリテーション
	現行どおり、主治医が認めた者に対し、理学療法士や作業療法士が家庭を訪問し、日常生活の自立を助けるためのリハビリテーション（機能訓練）を提供します。

	居宅療養管理指導
	現行どおり、医師や歯科医師、薬剤師などが家庭を訪問し、療養上の管理・指導を行います。

	通所介護

(デイサービス)
	現行どおり、デイサービスセンター等に通い、健康チェックや食事・入浴の提供、日常動作訓練、レクリエーションを提供します。

	通所リハビリテーション

(デイケア)
	現行どおり、主治医が認めた者に対し、介護老人保健施設や医療機関等に通い、理学療法士や作業療法士によるリハビリテーションを提供します。

	短期入所生活介護

(ショートステイ)
	現行どおり、短期間（１週間程度）介護老人福祉施設に入所しながら介護や機能訓練等を提供します。

	短期入所療養介護

(ショートステイ)
	現行どおり、短期間（１週間程度）介護老人保健施設や介護療養型医療施設に入所しながら介護や機能訓練を提供します。

	特定施設入居者生活介護
	現行どおり、特定施設の入所者に対し、介護サービスを提供します。

	福祉用具貸与
	現行どおり、日常生活の自立を助けるものや機能訓練のための用具等の貸与を行います。




	事　　　　　　　　　業
	内　　　容　/　方　　向　　性

	特定福祉用具販売
	現行どおり、居宅において使用する福祉用具のうち、貸与になじまない入浴や排泄のための用具の購入に要した経費の9割を支給します（上限10万円）。

	住宅改修
	手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、要した経費の9割を支給します（上限20万円）。

	居宅介護支援
	介護支援専門員（ケアマネジャー）によるケアプラン作成のほか、計画に基づくサービス提供確保に向けた連絡調整等を行います。


②　介護予防サービス
	事　　　　　　　　　業
	内　　　容　/　方　　向　　性

	介護予防訪問介護
	利用者が主体的に行う調理・洗濯等に対する支援を訪問介護員が居宅で行います。

	介護予防訪問入浴介護
	介護予防を目的として利用者の入浴に対する支援を居宅で行います。

	介護予防訪問看護
	基礎疾患を抱えつつ廃用症候群(寝かせきりなどの状態で心身の不使用・不活発によって起こる機能低下)対策を行うほか、利用者の基礎疾患の管理を居宅で行います。

	介護予防訪問

リハビリテーション
	日常生活を想定し、運動療法や作業習慣のレベルアップ等を中心としたリハビリテーションを短期集中的に居宅で行います。

	介護予防

居宅療養管理指導
	日常生活を想定し、利用者の生活機能を向上させるための療養指導、栄養指導、口腔清掃等を居宅で行います。

	介護予防通所介護
	日常生活を想定し、筋力向上トレーニングや転倒予防のための指導等の機能訓練を短期集中的に通所施設で行います。

	介護予防通所

リハビリテーション
	日常生活を想定し、運動療法や作業習慣のレベルアップ等を中心としたリハビリテーションを短期集中的に施設で行います。

	介護予防

短期入所生活介護
	退所後の日常生活を想定し、筋力向上トレーニングや転倒予防のための指導等の機能訓練を中心に、施設に短期間入所して集中的に行います。

	介護予防

短期入所療養介護
	利用者の基礎疾患を管理しつつ、日常生活を想定した廃用症候群対策としての機能訓練等を中心に、施設に入所して行います。

	介護予防特定施設

入居者生活介護
	日常生活を想定し、筋力向上トレーニングや転倒予防のための指導等の機能訓練を中心に、期間を区切り集中的に特定施設で行います。

	介護予防福祉用具貸与
	利用者の生活機能の状態を踏まえ、福祉用具のうち当該生活機能の向上に真に必要なものの貸与を行います。

	特定介護予防福祉用具販売
	利用者の生活機能の状態を踏まえ、福祉用具のうち当該生活機能の向上に真に必要なものであって、入浴又は排せつの用に供するものの購入に要した経費の9割を支給します（上限10万円）。

	住宅改修
	手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、要した経費の9割を支給します（上限20万円）。

	介護予防支援

(介護予防ケアマネジメント)
	地域包括支援センターの保健師等が中心となり「介護予防プラン」を作成します。




3-2-2：地域密着型サービスの提供
現時点の地域密着型サービスはグループホームのみ提供であるため、他のサービスの需要の有無等を検討し、適切なサービス提供に努めます。
	事　　　　　　　　　業
	内　　　容　/　方　　向　　性

	認知症対応型通所介護
	認知症で廃用症候群の状態のある者について、日常生活上の支援及び機能訓練を通所施設で行います。

	認知症対応型共同生活介護

(グループホーム)
	認知症で廃用症候群の状態のある者について、その共同生活を営むべき住居において、日常生活上の支援及び機能訓練を行います。

	夜間対応型訪問介護
	夜間に定期的に巡回して行う訪問介護と、通報に基づき随時対応する訪問介護を組み合わせ、包括的にサービス提供を行います。

	小規模多機能型居宅介護
	「通い」を中心として、利用者の様態や希望に応じ、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせてサービスを提供し、在宅での生活継続を支援します。

	地域密着型

特定施設入居者生活介護
	地域密着型特定施設の入所者に対し、日常生活上の支援及び機能訓練、療養上の支援を行います。

	地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護
	地域密着型介護老人福祉施設の入所者に対し、日常生活上の支援及び機能訓練、健康管理、療養上の支援を行います。

	介護予防

認知症対応型通所介護
	軽度の認知症で廃用症候群の状態のある者について、日常生活を想定しつつ、筋力向上トレーニングや転倒予防のための指導等の機能訓練を中心に、通所施設で行います。

	介護予防

認知症対応型共同生活介護
	軽度の認知症で廃用症候群の状態にある者について、日常生活を想定し、筋力トレーニングや転倒予防のための指導等の機能訓練を中心に、期間を区切り集中的にグループホームで行います。

	介護予防

小規模多機能型居宅介護
	軽度の認知症がある者を主たる対象者とし、日常生活を想定し、筋力向上トレーニングや転倒予防のための指導等の機能訓練を中心に、短期集中的に利用者の居宅又はサービス拠点で行います。




３-３　自立生活への福祉サービス・生活支援の実施
目的
ひとり暮らし高齢者や介護・支援を必要とする高齢者などが、できる限り住み慣れた地域で安心して自立した暮らしを送れるよう、介護保険事業以外にも、適切な在宅支援サービスの充実を図ります。

実施事業
3-3-1　自立支援・在宅支援サービスの提供
生活上の支援が必要な高齢者に対するサービスの一層の推進を図り、自立支援や閉じこもりの防止に努めます。

①　軽度生活援助事業
おおむね65歳以上の要援護老人およびひとり暮らし老人に対し、1時間250円の費用でホームヘルパーを派遣し、身体介護や家事援助等の日常生活援助を行います。
今後も引き続き、サービスを提供する人材の確保等のサービス提供体制の整備に努めます。
②　緊急通報体制整備事業
在宅のひとり暮らし高齢者などが、急病や災害時等の緊急時に近隣住民等の協力を得て、速やかに援助が受けられるよう、通報機器を貸与しています。
今後とも住み慣れた地域や自宅で安心して暮らせるよう、利用促進に努めます。
また、民生委員等との連携を深め、地域の中にいる対象者の確実な把握を進めるとともに、緊急時に的確な連携が図れるよう、近隣者に対する理解を深めます。
③　配食サービス事業
食事の支度等の困難な65歳以上のひとり暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に対して、定期的に居宅を訪問して栄養バランスのとれた食事を提供するとともに、安否確認を行っています。

このサービスは、ひとり暮らしの高齢者等の食の自立支援となることや、配食時に安否確認が実施できることからも、重要なサービスとなっています。

今後は配食回数等を検討しながら、十分なサービス提供に努めます。
④　生活支援相談事業
広く住民の日常生活上のあらゆる相談及び高齢者等に対する身近な相談・支援に応じ、適切な助言・援助を行って、地域における高齢者を支援します。
今後とも相談者のプライバシーに配慮しながら、さまざまな相談に応じ、問題解決に努めます。
⑤　いきいきサロン事業
高齢者の生きがいと社会参加を促進するとともに、家に閉じこもりがちなひとり暮らし高齢者等の社会的な孤立の解消と自立生活の助長を目的として、健康チェック、ゲーム、手芸、体操等を行っています。
今後も身近な地域での支え合いが実現できるよう事業の拡大に努めます。
3-3-2　家族介護者への支援事業
家族のニーズに合った支援を提供できるように事業推進を図ります。

また、交流事業や家族介護教室へ多くの家族が参加できるよう、周知方法を検討する等、事業の促進に努めます。

①　家族介護交流事業
要介護高齢者を介護している家族に対して、介護手法の習得を目的とした研修を実施するほか、介護者相互の交流と情報交換の場を提供することにより、ストレスや悩みの解消など、介護者の精神的な支援を行います。

今後とも要介護者と介護者がともに、心身のリフレッシュを図ることのできるよう事業内容の充実に努めるほか、広報活動にも力を入れ、地域全体の介護力の向上をめざします。

②　介護用品支給事業
在宅の高齢者で、常時紙おむつを必要とする方を対象に介護用品（紙おむつ）を提供し、介護家族の経済的負担を軽減します。
今後も介護家族の経済的な負担を軽減する観点から、事業を継続して実施します。
③　家族介護慰労事業
要介護4または要介護5に相当する住民税非課税世帯に属する在宅の高齢者であって、過去1年間に介護サービスを受けなかった方を介護している家族に対して家族介護慰労金を支給します。
今後も引き続き在宅での介護を継続できるよう支援していきます。

3-3-3　施設福祉サービス
住宅に困窮する高齢者が、安心して生活できるよう、養護老人ホームや軽費老人ホーム、生活支援ハウスについて、必要な整備を図り、施設福祉サービスの充実に努めます。
今後も近隣の市町村との検討・調整を図りながら、必要な入所定員を確保していきます。

①　養護老人ホーム
養護老人ホームは、心身及び精神上の理由により、自宅において生活することが困難な高齢者や住宅に困窮している高齢者が市の措置により入所する施設です。
②　軽費老人ホーム
軽費老人ホームは、高齢のため独立した生活が困難な方々に、低額な料金で住居を提供する老人福祉施設で、利用者と施設との契約により入所する施設です。
施設には、つぎのような3つの施設があります。

Ａ型：身寄りのない方や家族等との同居が困難な方

Ｂ型：自炊が可能な程度の健康状態で家庭環境及び住宅事情等の理由
で居宅での生活が困難な方

ケアハウス：自炊できない程度に身体機能低下している方で独立した生活に
不安のある方
③　生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）
生活支援ハウスは、60歳以上のひとり暮らしの方、または高齢者夫婦世帯に属する方及び家族による援助を受けることが困難な方が利用する施設です。


基本目標４：権利と尊厳を守る体制づくり

現状と課題
○　認知症高齢者の増加に伴い、対応した専門的な介護サービスが求められるとともに、地域全体で介護する家族の負担を軽減し、虐待防止につなげていくことが必要です。

○　現在は権利擁護に対する認知度は低く、必要な場合でも利用意向は“低い”傾向がうかがえます。しかしながら、こうした権利擁護は、認知症の高齢者などにとって重要な制度です。一方で、認知症の状態に陥ってからでは、利用に結びつけることが困難であるため、必要な制度として、早い時期から周知を図ることが重要です。

○　関係機関との連携・協力のもと、高齢者の権利と尊厳を守る体制の整備を推進し、安心・安全に暮らせるまちづくりを推進することが重要です。



４-１　認知症対策の推進
目的
住み慣れた地域や家庭で、認知症高齢者が自分らしさを保ちながら、家族とともに安心して生活をするために、認知症について、地域や家族が正しく理解し、地域全体で高齢者の人権を守り、支援する体制づくりを推進します。

また、高齢者が認知症などによって、自らの判断能力が低下するような状態に陥った場合にも、不利益を負うことがないよう、成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の普及、推進に努めます。

実施事業
4-1-1：認知症への理解
認知症に対する理解を深めるため、住民や高齢者自身、家族介護者などへの周知方法等を検討し、的確な情報提供ができるよう努めます。

また、関係機関との連携を強化し、介護者の負担を軽減できるよう取り組んでいきます。

4-1-2：認知症高齢者支援
高齢者を対象とした教室（認知症予防教室）を実施するほか、教室参加後のケアや家庭内における協力意識向上に向けたアドバイスを行います。
また、要介護（要支援）認定者については、介護保険による各種サービスを提供します。
4-1-3：権利擁護の周知・推進
認知症高齢者の増加に伴い、今後権利擁護の必要性が高まることが予測されるため、権利擁護に関する制度の周知を行います。


４-２　高齢者虐待防止対策の推進
目的
住み慣れた地域や家庭で、安心して暮らせる地域社会づくりにむけて、高齢者やその家族、サービス提供事業者等の高齢者虐待に対する問題意識を高め、関係機関との連携した体制が図れるよう、高齢者虐待防止対策を推進します。
実施事業
4-2-1：虐待防止対策
地域で安心した暮らしができるよう、高齢者やその家族、サービス提供事業者等の高齢者虐待に対する問題意識を高めるとともに、予防に向けた実態把握及び相談体制の整備を推進します。

また、虐待の発見から対応までの流れを精査し、関係機関との連携を含めた支援体制の構築に努めます。



基本目標５：地域で支え合う福祉のまちづくり

現状と課題
○　“暮らしの安心感”を実感できるよう、必要な介護保険・福祉サービス・地域福祉（地域での支え合い）、緊急時の体制など、既存のサービスや支援の充実を図るとともに、それぞれが一体的に結びつくことも重要です。

○　今後、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加が見込まれる中で、家族や地域とのつながりが弱い高齢者ほど、介護を要する状態となったときの在宅生活の継続が困難になりやすいことから、さらに施設ニーズが高まる可能性があります。

○　ボランティアという広く住民意識の醸成が必要なものに対し、浸透度合いはまだまだ低いと判断されます。より多くの人に興味をもってもらい取組んでもらえるよう施策事業の提供も必要です。

図表　（参考）見守り・支え合いのイメージ
	区　　　　分
	ひとり暮らし
	夫婦のみの世帯
	家族等と同居

	
	
	

	元気な高齢者
	

	特定高齢者
	
	

	要介護認定者
	介護サービス未利用者
	
	

	
	居宅サービス利用者
	
	

	
	施設・居住系サービス利用者
	


※ 家族等と同居している場合でも、日中は孤立しているなど、見守りが必要な場合が考え
られます。


５-１　地域での支え合いネットワークの構築
目的
行政と住民との協働体制の確立を図るには、住民の理解と協力が不可欠であるため、高齢化社会への対応を住民共通の課題としてとらえ、一人ひとりが積極的に地域活動やボランティア活動に参加するよう、きっかけづくりと活動機会を創出することで、地域の高齢者に対する理解を深められるよう取り組んでいきます。

実施事業
5-1-1：地域における支え合い意識の醸成

孤独死を発生させないよう、ひとり暮らし高齢者対策（見守り等）の体制整備を含め、地域全体で支援しあう環境づくりを進めます。
また、現在においても見守り、声かけ活動をおこなっていることを踏まえ、活動基盤の強化を図ります。
5-1-2：住民参加による地域福祉の推進
住民参加による地域での支え合いを推進するためには、住民の理解と協力が不可欠であるため、高齢化社会への対応を住民共通の課題としてとらえ、住民の理解を深められるよう、社会福祉協議会と連携を図りながら、地域福祉の推進に取り組みます。


５-２　ボランティアの育成
目的
地域での支え合い活動に必要な人材の育成に努め、各地域における活動の活性化に努めます。
また、地域における既存の団体間の連携が図れるよう、情報の共有機会づくりに努めます。
実施事業
5-2-1：ボランティアの育成支援
多くの市民がボランティア活動に参加するため、ボランティア活動に関する情報提供体制の強化と相談窓口の拡充に努めます。
また、社会福祉協議会と連携し、ボランティア団体の活動やボランティアの育成を支援します。
5-2-2：総合的学習等を活用した福祉教育の推進

ボランティア精神を育み、次代のボランティアの担い手となる児童・生徒が、身近な地域に暮らす高齢者や障害のある人と交流し、福祉問題や福祉活動に関心を持ってもらうために、小・中学校において「総合的学習の時間」等を活用し、ボランティア体験などの実践的な福祉教育を推進します。



基本目標６：安心して暮らせる環境づくり

現状と課題
○　アンケート調査では、地域の高齢者にとっての暮らしやすさについて、“暮らしやすい”という意向を示した割合は4割となっています。

○　アンケート調査における回答者の多くは、持ち家であり、住み慣れた環境に「特に困っていることはない」と回答していますが、今後も在宅で継続的に生活できる住環境づくりが求められます。

○　世帯の構成に限らず、「日中のひとり暮らし」の高齢者は今後も多くなることが考えられ、特に緊急時などに、可能な限り地域で支える体制が今後は重要となります。また、いざというときに迅速かつ的確な対応がとれるよう、近隣住民の協力も得ながら、災害時などの避難支援体制を確立していくことも重要です。



６-１　暮らしやすい住まいへの対応
目的
自立生活が可能な住まいの確保を図り、高齢者が自ら望む暮らし方を実現できるよう、必要な施設福祉サービスの確保に努めるほか、住宅改修のアドバイスなどの支援を図ります。

実施事業
6-1-1：高齢者にやさしいまちづくりの推進

公共施設や道路、公園、交通機関利用環境等のバリアフリー化を促し、高齢者が外出しやすい環境の整備を進めます。

6-1-2：住環境の整備
自宅のバリアフリー化への支援として、住宅改修支援等の利用を積極的に進めるほか、養護老人ホームや軽費老人ホーム、生活支援ハウスについて、近隣の市町村との検討・調整を図りながら、必要な整備を図り、施設福祉サービスによる住まいの確保に努めます。

①　養護老人ホーム（再掲）
養護老人ホームは、心身及び精神上の理由により、自宅において生活することが困難な高齢者や住宅に困窮している高齢者が市の措置により入所する施設です。

②　軽費老人ホーム（再掲）
軽費老人ホームは、高齢のため独立した生活が困難な方々に、低額な料金で住居を提供する老人福祉施設で、利用者と施設との契約により入所する施設です。

③　生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）（再掲）
生活支援ハウスは、60歳以上のひとり暮らしの方、または高齢者夫婦世帯に属する方及び家族による援助を受けることが困難な方が利用する施設です。
④　住宅改修支援（介護保険サービス）（再掲）
手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、経費の9割を支給します（上限20万円）。


６-２　安心・安全な地域づくりの推進

目的
災害や事件・事故などあらゆる危険から高齢者の安全を確保できるように、住民をはじめ関係機関や市との協働による安全・安心のまちづくりを推進し、地域生活を不自由なく送ることのできる環境の充実に取り組みます。
実施事業
6-2-1：安心・安全な地域づくりの推進

緊急通報体制等整備事業や軽度生活援助事業、配食サービスなどの生活援助事業のほか、民生委員やボランティア等による地域の見守り体制の整備を進め、高齢者が安心して暮らせるまちづくりを推進します。

①　軽度生活援助事業（再掲）
おおむね65歳以上の要援護老人およびひとり暮らし老人に対し、1時間250円の費用でホームヘルパーを派遣し、身体介護や家事援助等の日常生活援助を行います。
②　緊急通報体制等整備事業（再掲）
在宅のひとり暮らし高齢者などが、急病や災害時等の緊急時に近隣住民等の協力を得て、速やかに援助が受けられるよう、通報機器を貸与しています。

③　民生委員やボランティアの活用による安否確認・支援

民生委員やボランティア等によるひとり暮らし高齢者及び高齢者夫婦世帯等への生活全般に対する支援を行うための体制づくりを進めます。

④　消費者被害の防止

認知症高齢者等が訪問販売によるリフォーム業者等からの消費者被害に遭う危険性が高いことから、その被害を未然に防ぐため、関係機関と連携して消費者被害情報を把握し、さまざまな機会を利用しながら消費者被害の未然防止や被害にあった消費者の救済についての相談や情報提供に努めます。

6-2-2：災害時等の支援対策

災害時等に支援が必要な高齢者の状況の把握に努め、関係機関および地域住民との連携・協力を得ながら、迅速に避難できる体制の確立を図ります。

第５章　介護保険事業の円滑な運営

第５章　介護保険事業の円滑な運営

第１節　円滑な制度運営のための方策
平成12年度の介護保険制度の導入以降、着実に浸透してきた介護保険制度の実績を踏まえるとともに、平成17年度に示された制度改革に積極的に取り組み、目標年度である平成26年度に向けて、次のような方策のもと、介護保険の安定的かつ継続的な運営を推進します。

１．円滑な制度運営のための体制整備

１　ケアマネジメント機能の強化

高齢者が住み慣れた地域で在宅での生活を可能な限り続けることができよう支援するためには、ケアマネジメント機能を強化していくことが不可欠であり、地域包括支援センターが担う包括的・継続的なケアマネジメントや総合相談・指導について適切かつ積極的に取り組みます。

２　介護予防事業の積極的な推進

要介護状態になる前から要支援等に至るまでの高齢者に対して、地域支援事業における介護予防事業や、予防給付（介護予防サービス）を実施し、要介護状態の発生やその悪化の予防に取り組みます。

２．利用者への配慮

１　介護サービス利用者への的確な相談・情報提供の推進

必要とする介護サービスを適切に利用できるよう、地域包括支援センターなどを通じて利用者への的確な情報提供に努めるとともに、各種の利用者負担軽減制度の周知を図るなどの利便性向上に配慮します。

２　保険料負担への配慮

第1号被保険者の保険料については、保険料段階の6段階方式の導入し、所得に応じた負担への措置を実施します。



３．保険者としての市の支援体制

１　サービスの質の向上
要介護度に応じた適切なケアプランの作成とサービス提供が行われるよう、事業者に対する働きかけや改善効果の高いケアプラン、サービス内容等について、市及び地域包括支援センターを通じて情報提供を行い、サービスの質的な向上を促進します。

２　公平・中立な要介護認定の推進

公平かつ迅速な要介護認定を推進できるよう、適正な認定調査の実施や介護認定審査会における審査判定の充実に継続して取り組みます。

３　関係施策・事業との連携

この計画を推進し、高齢者の生活全般にわたる支援を行うため、庁内関係課との施策連携を強化していきます。
４　介護保険サービス事業所との連携

介護保険制度が利用者本位の制度として円滑に機能するため、また、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を継続することができるよう支援するために、民間事業者等と連携し、高齢者や介護者などの支援ニーズに合ったサービスが円滑に提供できる環境づくり、基盤整備を推進します。



第２節　各種サービスにおける提供量の確保

１．介護給付及び介護予防給付に係る費用の見込み

１　介護給付に係る費用

（単位：円）

	
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度

	居宅サービス
	
	
	

	
	 訪問介護
	147,830,186
	152,914,417
	165,541,165

	
	 訪問入浴介護
	40,449,540
	41,530,988
	42,756,212

	
	 訪問看護
	29,310,016
	30,373,411
	31,722,812

	
	 訪問リハビリテーション
	404,127
	432,994
	495,537

	
	 居宅療養管理指導
	5,814,882
	5,814,882
	5,814,882

	
	 通所介護
	287,589,968
	300,349,944
	326,207,873

	
	 通所リハビリテーション
	165,868,711
	173,508,488
	187,825,799

	
	 短期入所生活介護
	82,782,103
	85,885,330
	90,658,382

	
	 短期入所療養介護
	41,330,390
	42,944,074
	45,468,897

	
	 特定施設入居者生活介護
	18,681,897
	18,681,897
	18,681,897

	
	 福祉用具貸与
	55,849,255
	57,699,134
	59,512,464

	
	 特定福祉用具販売
	2,648,919
	2,648,919
	2,648,919

	
	 住宅改修
	5,020,924
	5,020,924
	5,020,924

	
	 居宅介護支援
	96,943,441
	101,111,327
	104,878,550

	 居宅サービス計
	980,524,359
	1,018,916,729
	1,087,234,313

	 地域密着型サービス
	
	
	

	
	 夜間対応型訪問介護
	0
	0
	0

	
	 認知症対応型通所介護
	2,460,791
	2,553,811
	2,756,763

	
	 小規模多機能型居宅介護
	23,315,040
	39,635,568
	39,635,568

	
	 認知症対応型共同生活介護
	131,182,579
	164,651,490
	165,563,691

	
	 地域密着型特定施設入居者生活介護
	0
	0
	0

	
	 地域密着型介護老人施設入所者生活介護
	0
	0
	0

	 地域密着型サービス計
	156,958,410
	206,840,869
	207,956,022

	 介護保険施設サービス
	
	
	

	
	 介護老人福祉施設
	571,714,391
	579,236,978
	584,990,548

	
	 介護老人保健施設
	729,666,820
	740,575,416
	819,573,864

	
	 介護療養型医療施設
	190,009,974
	190,009,974
	0

	 療養病床（医療保険適用）からの転換分
	0
	0
	101,728,998

	 介護保険施設サービス計
	1,491,391,185
	1,509,822,368
	1,506,293,410

	 介護給付費計
	2,628,873,954
	2,735,579,966
	2,801,483,745





２　介護予防給付に係る費用

（単位：円）

	
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度

	 介護予防サービス
	
	
	

	
	 介護予防訪問介護
	11,005,137
	14,785,097
	18,501,679

	
	 介護予防訪問入浴介護
	582,876
	906,696
	1,457,190

	
	 介護予防訪問看護
	1,712,453
	2,580,198
	4,077,634

	
	 介護予防訪問リハビリテーション
	43,299
	64,949
	116,908

	
	 介護予防居宅療養管理指導
	5,540,190
	5,540,190
	5,540,190

	
	 介護予防通所介護
	30,959,848
	42,263,781
	53,363,962

	
	 介護予防通所リハビリテーション
	15,214,991
	21,788,871
	32,984,429

	
	 介護予防短期入所生活介護
	21,605,990
	33,772,470
	55,011,368

	
	 介護予防短期入所療養介護
	4,732,944
	7,385,804
	12,058,455

	
	 介護予防特定施設入居者生活介護
	777,834
	777,834
	777,834

	
	 介護予防福祉用具貸与
	750,676
	1,025,677
	1,490,204

	
	 特定介護予防福祉用具販売
	101,496
	101,496
	101,496

	
	 住宅改修
	281,071
	281,071
	281,071

	
	介護予防支援
	17,514,151
	23,920,449
	30,209,887

	 介護予防サービス計
	110,822,956
	155,194,583
	215,972,307

	 地域密着型介護予防サービス
	
	
	

	
	 介護予防認知症対応型通所介護
	0
	0
	0

	
	 介護予防小規模多機能型居宅介護
	2,072,448
	2,072,448
	2,072,448

	
	 介護予防認知症対応型共同生活介護
	0
	0
	0

	 地域密着型予防サービス計
	2,072,448
	2,072,448
	2,072,448

	 予防給付費計
	112,895,404
	157,267,031
	218,044,755


２．サービス量の確保に向けて
介護保険制度は、高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み慣れた地域や家庭において、その能力に応じて自立した日常生活が営むことができるようにすることを基本とし、居宅サービスを重視するものであることを踏まえ、今後の介護保険サービスの必要量に基づき、必要となるサービス基盤の整備を計画的に進めます。



第３節　保険料について

第1号被保険者（65歳以上の人）の保険料については、つぎのような流れで算出されます。

図表　保険料算出の流れ

１．保険料の負担割合

介護保険サービスに要する経費のうち、国が25％、県が12.5％、市が12.5％、全体の半分を公費で負担します。
残りの半分のうち、20％を65歳以上の方に負担いただき、30％は社会保険診療支払基金を通じて納入される、40～64歳までの方々の保険料を充てています。

図表　保険料の負担割合




２．第1号被保険者保険料の推計
高齢者の増加にともない、介護保険の利用者も増加の傾向にあるなかで、本計画期間においても事業ごとに必要量、給付費の増加が見込まれます。

各事業の給付費の見込み等に基づき、厚生労働省より示されたワークシートに準じて算定された本市における保険料基準額（月額）は、第3期（3,700円/月）に対し，下記のような金額になります。（案）
図表　保険料の見込み
	
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	合計

	第1号被保険者数
	11,783人
	11,841人
	12,008人
	35,632人

	
	前期(65～74歳)
	5,241人
	5,176人
	5,328人
	15,745人

	
	後期(75歳～)
	6,542人
	6,665人
	6,680人
	19,887人

	
	所得段階別加入割合補正後被保険者数
	11,483人
	11,540人
	11,705人
	34,727人

	標準給付費見込額（A）
	2,913,994,188円
	3,067,030,388円
	3,187,002,206円
	9,168,026,782円

	第1号被保険者負担分相当額（D）
	599,805,638円
	631,304,878円
	655,997,441円
	1,887,107,956円

	調整交付金相当額（E）
	145,699,709円
	153,351,519円
	159,350,110円
	458,401,339円

	調整交付金見込交付割合（H）
	7.35%
	7.35%
	7.35%
	

	
	後期高齢者加入割合補正係数（F）
	0.8931 
	0.8931 
	0.8931 
	

	
	所得段階別加入割合補正係数（G）
	0.9883 
	0.9883 
	0.9883 
	

	調整交付金見込額（I）
	214,179,000円
	225,427,000円
	234,245,000円
	673,851,000円

	財政安定化基金拠出金見込額（J）
	
	
	
	－

	
	財政安定化基金拠出率
	0.00%
	－

	財政安定化基金償還金
	－
	－
	－
	－

	※準備基金取崩額
	
	
	
	140,000,000円

	※特例交付金（見込額）
	
	
	
	21,034,518円 

	審査支払手数料1件あたり単価
	95円
	95円
	95円
	

	審査支払手数料支払件数
	36,275件
	38,689件
	40,873件
	

	審査支払手数料差引額（K）
	－
	－
	－
	－

	市町村特別給付費等
	－
	－
	－
	－

	市町村相互財政安定化事業負担額
	
	
	
	－

	市町村相互財政安定化事業交付額
	
	
	
	－

	保険料収納必要額（L）
	
	
	
	1,510,623,778円

	予定保険料収納率（M）
	98.00%
	

	
	
	
	

	保険料(基準額)：（L÷M）÷34,727人÷12ヶ月
	3,700円




○ 保険料に対する緩和措置として
①　準備基金取崩
試算では、第4期事業計画期間中の1か月当たりの保険料基準額は4,093円となりますが、今回の保険料改定による第1号被保険者の負担増を軽減し、介護保険財政の均衡を保つために、保険給付費支払準備基金の取崩しを予定しています。

保険給付費支払準備基金は、各年度の第1号被保険者保険料の余剰金を積み立てておくもので、平成20年度末の積立額は、およそ2億4,000万円となっています。

なお、第4期計画期間中には、1億4,000万円の基金取崩しを予定しています。
②　特例交付金
本市の行う介護保険に関し、平成21年度の介護報酬の改定による保険料の上昇分を抑制し、被保険者の負担の軽減を図るため、介護保険介護従事者処遇改善臨時特例交付金基金（以下、「基金」とします）を設置します。

なお、基金は平成20年度に交付された介護従事者処遇改善臨時特例交付金を基準として、予算に定める額を積み立てるものとし、計画期間におけるの介護報酬の改定による増加分について基金を投入し、保険料の上昇を抑制します。
３．所得段階における負担割合
第4期介護保険計画では、税制改正に伴う激変緩和措置の終了に伴い、保険料の変動による影響が大きいと考えられる所得者層に対する負担軽減を図るため、次のような6段階の保険料設定を行います。

第1号被保険者の所得段階別保険料及び構成比は、次のとおりです。（案）
図表　計画期間の所得段階における負担割合

	
	保険料(月額)

	第１段階
	・老齢福祉年金受給者・生活保護受給者等
	基準額×0.5
	1,850円
	（1.0%）

	第２段階
	・住民税世帯非課税

（公的年金等収入+合計所得金額80万円以下）
	基準額×0.5
	1,850円
	（14.4%）

	第３段階
	・住民税世帯非課税（2段階に該当しない）
	基準額×0.75
	2,775円
	（6.2%）

	第４段階
	・住民税本人非課税
（公的年金等収入+合計所得金額80万円以下）
	基準額×0.95
	3,500円
	（37.1%）

	
	・住民税本人非課税
	基準額
	3,700円
	（14.7%）

	第５段階
	・住民税本人課税（合計所得金額200万円未満）
	基準額×1.25
	4,625円
	（19.0%）

	第６段階
	・住民税本人課税（合計所得金額200万円以上）
	基準額×1.5
	5,550円
	（7.6%）


第６章　計画の推進

第６章　計画の推進

第１節　本計画の進捗管理

１．進行管理について
本計画は、市内の高齢者が、健康でいきいきと暮らせるための様々な支援策や行動指針を示す計画であるとともに、必要が見込まれる介護保険料の設定し、介護保険事業を円滑に運営するための基礎となる計画です。

そのため、毎年度の計画の進捗状況を点検し、より実効性のある施策が展開できるよう、計画策定後は、運営協議会等において評価を行い、各事業等の推進を図りながら、3年後（平成23年度）の計画見直しに向けた体制を築いていきます。

また、本計画での実施事業の効果によって、地域で自立した生活のできる高齢者が増えることを本計画の指標として進行管理を行います。

２．計画の推進
本計画の推進に向けて、各施策・事業を適正かつ確実に遂行するために、第3期計画における推進項目を継承しつつ、次のように取り組んでいきます。

（１）総合的な介護予防システムの確立

介護を必要としない高齢者が、今後も要介護状態とならないよう、また要支援・要介護状態にある高齢者に対する心身の状況の維持・回復を目的とした施策・事業の展開については、地域包括支援センターを中心に、医療・保健・福祉の各分野一体となった支援体制を整え、高齢者の介護予防事業を総合的に促進します。

（２）在宅生活への支援体制

高齢者が介護を要する状態になっても、できる限り住み慣れた地域や家庭で、自立した日常生活を継続していただくために、高齢者や家族の希望・選択が尊重された保健・医療福祉サービスが効率的・総合的に提供されるよう、市・事業者および関係各機関との連携を強化します。特に、ひとり暮らしに不安を感じている高齢者や介護保険施設からの退所者など、主に生活支援を必要とする高齢者が利用するサービスの基盤整備を推進します。



（３）地域ケアの体制構築

地域での高齢者福祉施策を円滑に、かつ効果的・効率的に実施していくためには、市はもとより、医療機関、社会福祉協議会などの福祉関連各機関、福祉サービス提供事業者、ボランティアやNPOなどによる福祉団体等の相互のネットワークに加え、地域住民との連携・協力が重要となります。このため、関係各機関及び各種団体の現状を踏まえながら、地域住民も参画した地域の総合的なケア体制の構築を進めます。

（４）生きがいづくりと地域での支えあい

高齢者が住み慣れた地域や家庭で、健やかに安心して生きがいをもって暮らせるよう、地域の自治組織や各種関係団体の協力のもと、地域住民すべての人々の理解と自主的な参加による、相互に支え合う体制の整備を推進します。

（５）地域特性（実態）を踏まえた対策の必要性

高齢者保健福祉や介護保険制度の運用にあたっては、国が示す指針や改正の趣旨を踏まえ、本市における急激な高齢化や人口減少の進行、経済面や雇用面及び個人所得の低迷、交通基盤といった地域特性（実態）を十分考慮し、市独自の適切な施策・事業を展開していくことが重要になります。
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※ 特定高齢者：


要支援・要介護認定を受けていない方で、生活機能が低下し、要支援・要介護状態になりそうな虚弱な高齢者のことです。基本健康診査や訪問活動、関係機関からの連絡、本人や家族からの相談などを通じて対象者を把握します。


※ 老老介護：


要介護者、介護者ともに高齢者で、老人が老人を介護するという意味で表現される言葉です。その多くの場合、高齢化した子どもがより高齢化した親を介護するケースがみられますが、介護する側が疲れ果て、結局共倒れになってしまうような事態も起こっています。
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